
― 101 ―

多胎世帯における純貯蓄水準

多胎世帯における純貯蓄水準

松　葉　敬　文

概　要

　多胎世帯の経済的負担は一般世帯と比して大きいと考えられている。しかし、多胎世帯にお

ける経済的な負担を調査した研究はほとんど存在せず、日本では大木（2013）が唯一の報告と

思われる。そこで本報告では、多胎世帯が直面する経済的な負担感の重さについて、客観的な

検証を行うことを目的とし、総務省統計局による家計調査から二人以上世帯における貯蓄・負

債状況と多胎世帯の状況を比較し、検討を行った。

　調査回答群（多胎世帯）の年齢構成割合で修正した一般世帯の純貯蓄がマイナス 153 万円で

あるのに対し、多胎世帯の純貯蓄はマイナス 347 万円であり経済的な負担が重いことが伺える。

また共働きの多胎世帯の純貯蓄であるマイナス 932 万円は、世帯主平均年齢がほぼ同水準であ

る「夫のみ有業の多子世帯」の純貯蓄マイナス 59 万と比べ顕著に低い。多胎世帯の日常的な

経済的負担が重い結果、純貯蓄を減らす要因となっている可能性が示唆される。

１．目的

　以前から、多胎児を持つ家庭（多胎世帯）は多胎世帯以外と比べ、様々な困難に直面し

ているという問題はしばしば取り上げられていた。特に多胎妊娠・出産の周産期リスク、

および乳幼児期における育児困難のリスクについては、虐待防止、公衆衛生、母子保健な

ど様々な分野で報告がなされている（大木（2014）、大木・彦（2017））。また最近は、首

長の会見や報道等によりその重要性が指摘されるようにもなり、多胎支援は様々な分野で

進歩を遂げつつある。しかし公的支援および支援団体による支援の多くは、プレスクール

期（未就学期）を境にフェードアウトし、その後の多胎世帯の困難感、特に経済的な負担

感についてはほとんど研究がなされていないのが現状である。

　英国バーミンガム大学のプレスリリース（Hill（2010））は、多胎世帯は重大な経済的

困難に直面しており、また多胎世帯は子供が生まれた後に所得水準の低下を感じる可能性

が高いことを指摘している。更に多胎世帯は単胎世帯と比べ二倍の確率で「非常に困難な」

経済的ストレスを感じているとも報告している。
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　また日本で唯一の経済的負担感に関する調査であると思われる大木（2013）は、0 歳児

から 10 歳児までの多胎世帯を対象にアンケート調査を行い、21 世紀縦断調査の結果と比

較検討を行った。この調査において大木は、多胎世帯は多胎児が 0 歳から 10 歳に至る 10

年間、全ての年齢階級（１年区分、10 階級）において日常の支出負担が重く、仕事も十

分に出来ないと感じている、と報告している。海外においても、McKay（2010）による英

国での調査は、年齢調整済み単胎世帯と多胎世帯らによる経済状況の自己評価において、

「快適な暮らし」と評価した多胎世帯は単胎世帯より 11％少なく、その一方で「かなり困

難」と回答した多胎世帯は単胎世帯より６％多いという結果を示した。更にこの調査によ

れば、貯蓄を切り崩して生活している多胎世帯は 48％（単胎世帯 38％）、貯蓄水準が向上

した多胎世帯は 22％（単胎世帯 30％）となっており、多胎世帯が感じる経済的な負担感

は非常に重いという実態が読み取れる。

　アメリカ保健福祉省は、この経済的な負担の重さが大きな原因となり、双子を持つ家庭

は離婚しやすい傾向にあることを 2011 年に指摘している（Research Activities, 2011）。ま

た Anupam et al.（2011）は、双子の出産と離婚との間に長期的な相関がある可能性を示唆

しつつ、母親が大学非卒業である場合や、双子の他にきょうだいが多い場合は、更に離婚

リスクが高まることを指摘している。

　多胎世帯に関する幾つかの報道や記事においても同様の主張が展開されており、英国の

ニュースサイト“The Telegraph”（2010）は、経済的負担が多胎世帯の離婚の主因となっ

ていると主張し、育児関連記事を集めたサイトである“the Asianparent”のシンガポール

版は、多胎世帯の離婚率の高さは出産後の経済的負担が要因の一つであり、この経済的問

題は体外受精による出産の場合に特に顕在化すると記事にしている。

　そこで本稿では、離婚率等にも影響を与えるほど多胎家庭の経済的負担感が重いとされ

ていることを問題点として重視し、この経済的な負担を客観的に判断するため、多胎世帯

と非・多胎世帯の純貯蓄水準について検討する。

２．方法

　2017 年６月から 12 月にかけて、多胎世帯の経済状況に関するアンケート調査を行った

（岐阜聖徳学園大学研究倫理審査委員会承認番号 2017-05）。質問紙の内容については、平

成 28 年「家計調査結果」（総務省統計局）から、

１．家計簿：毎日の収入と支出（毎月、自計式）

２．世帯票：世帯、住居等の状況（調査開始時、他計式）

３．年間収入調査票：年間収入（１か月目後半、自計式）

４．貯蓄等調査票：貯蓄、負債の保有状況（二人以上の世帯のみ３か月目前半、自計式）
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を参照しつつ、総務省基幹統計調査の設問を簡略化した調査票を作成した。この調査票を

岐阜県・大阪府・福岡県・鹿児島県の多胎支援団体に依頼し、a）育児教室 etc. に参加し

た多胎世帯、b）支援関係者の多胎世帯、に向けて 2017 年 6 月から合計 200 部を配布した。

回答は多胎世帯による自計式とした。2017 年 12 月末日までを回収期間とし、42 世帯から

回答を得た（回収率 21%）。このうち、三つ子世帯と回答欄未記入（世帯主年齢が未記載

であり、所得区分の分類が不可能である等）であった世帯の、計 4 世帯を除いた 38 世帯

を有効回答とした。有効とした調査票から、各種世帯区分（共働き・夫のみ有業など）で

収入・貯蓄・負債と純貯蓄（貯蓄 - 負債）の平均を算出し、これら回答群から得たデータを、

平成 28 年総務省調査の結果を対照群として検討を行った。なお、2017 年総務省調査（2018

年 5 月 18 日発表）における二人以上世帯は 6,027 世帯であり、日本の多胎分娩率を１％

とすると、総務省調査には約 60 世帯の多胎世帯が含まれていると推認される。従って対

照群は純粋な単胎世帯による数値とはならないが、全体としては微細な影響として考えら

れる。よって対照群は単胎世帯群（一般世帯）として扱った。

　なお本稿における「純貯蓄」の定義は、「貯蓄」から「負債」を差し引いた差分とする。

この時、貯蓄には金融機関への貯蓄である有価証券・生命保険・通貨性預貯金・定期性預

貯金の他、社内預金等の金融機関外の貯蓄も含めている。また負債には、住宅・土地のた

めの負債、住宅・土地以外の負債、月賦・年賦を計上した。

３．結果

　　2017 年の家計調査年報による二人以上世帯の平均値は、世帯主平均年齢 59.3 歳、年

収 617 万円、貯蓄 1,812 万円、負債 517 万円（純貯蓄 1295 万円）であった。一方、本調

査において多胎世帯から得た回答値平均は、世帯主年齢 38.0 歳、年収 572 万円、貯蓄 822

万円、負債 1169 万円（純貯蓄、マイナス -347 万円）であった（図表１）。なお、多胎世

帯の負債の総額 5 億 229 万円のうち、98.1％にあたる 4 億 9,273 万円は住宅ローンが占め

ている。
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（図表１　年齢補正後の一般世帯と多胎世帯の収入・貯蓄・負債・純貯蓄の状況）
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　本調査における有効回答世帯（多胎世帯）は、一般世帯と比べて若い世帯の割合が多い

（図表２）。多胎世帯で構成される回答群は主として育児世代が中心であり、対照群である

一般世帯の世帯主平均年齢とは約 20 歳の差があることから、年齢構成がかなり異なって

いる。

　加えて、総務省統計局平成 26 年全国消費実態調査標本設計の概要は、「単身世帯の急速

な増加が続いている。（中略）　調査世帯構成比の見直しを行っているが、依然として単身

世帯比率が低くなっている。」と調査の世帯構成に問題があることに触れている。つまり、

今回の回答群（多胎世帯）と対照群（一般世帯）の間に生じた年齢構成の偏りは、回答群

が育児世帯中心であるだけではなく、統計全体として「二人以上世帯」を抽出した場合に

必然的に生じる偏りである。
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（図表２　多胎世帯と一般世帯の年齢階級別構成割合（％表示））

　この偏りを修正するため、回答群の年齢階級割合（10 年区分、６階級）を用いて該当

する一般世帯の年齢階級別平均を加重修正した平均値（「総務省統計の年齢階級別平均値」

×「回答群の該当年齢階級の割合」の和）を導出した。この補正を加えた後の一般世帯

の経済状態は、年収 662 万 3,684 円、貯蓄 852 万 263 円、負債 10,05 万 3,157 円、純貯蓄

-153 万 2,890 円となった（図表 3a、3b）。なお、世帯主平均年齢は多胎世帯 38.0 歳、補正

後の一般世帯の世帯主平均年齢は 39.0 歳とほぼ同年齢であり、世帯平均年齢に有意差は

なかった。

（図表３a　補正後の世帯種別家計経済状態）
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（図表３b　補正後の世帯種別家計状態）

　補正後の一般世帯と多胎世帯を比較すると、世帯主平均年齢にほぼ差が無いにも関わら

ず、純貯蓄の水準は多胎世帯の方がかなり低く、約 230 万円の差が生じた。しかし純貯蓄

の平均について t 検定を行った結果は t=0.69、p=0.49 であり、有意な差は無かった。

　また、この純貯蓄水準の乖離については、一般世帯全体における世帯有業人員は 1.33

人だが、年齢階級による補正後は 1.618 人となり、多胎世帯の平均有業人員 1.435 人に対

して有意差があること（両側 p 値 =0.03）、そして一般世帯は夫婦のみ世帯や未婚子１人

の世帯も多く存在する点などを考慮する必要がある。

　この有業人員数の違いによる影響を検討するため、多胎世帯を「夫のみ有業」、「有業

人員二人」（共働き）に分け、各家計状態の平均を算出した。「夫のみ有業」の多胎世帯

（22 世帯）では、世帯主平均年齢 36.2、年収 558 万円、貯蓄 717 万円、負債 639 万円、純

貯蓄 78 万円となった。また「有業人員二人」の多胎世帯（16 世帯）では、世帯主年齢

41.5、年収 593 万円、貯蓄 967 万円、負債 1,899 万円、純貯蓄はマイナス 932 万円となっ

た。一方、総務省家計調査（2017 年）「妻の就業状態、世帯類型別貯蓄及び負債の１世帯

当たり現在高」（第 8-9 表）によれば、「夫のみ有業」の一般世帯全体（夫婦のみ世帯を含む）

では、年収 667 万円、貯蓄 1,341 万円、負債 819 万円、純貯蓄 522 万円であった。この第

8-9 表から「夫のみ有業」の一般世帯で、未婚の子ども（未婚子）が１人世帯・２人（多子）

世帯を参照したものを図表４a に纏め、多胎世帯の各回答値の平均について、一般世帯の

平均に対する t 検定を行った結果を図表４a に付す。

05（松葉敬文）.indd   10505（松葉敬文）.indd   105 2021/02/24   11:11:592021/02/24   11:11:59



― 106 ―

Review of Economics and Information Studies Vol.21　March 2021

n

p p p

（図表４a　夫のみ有業の一般世帯と多胎世帯の家計状態）

 「有業２人」世帯の多胎世帯の各回答値平均と、核家族一般世帯の未婚子１人世帯およ

び未婚子２人（多子）世帯を参照したものを図表４b に纏める。図表 4b にも、多胎世帯

の回答値平均について一般世帯の平均対する t 検定を行った結果を付す。

p p

n

（図表４b　有業２人の一般世帯と多胎世帯の家計状態）

４．考察および結論

　回答群の年齢構成比率で補正した一般世帯の純貯蓄が -153 万円であるのに対し（図表

３a）、多胎世帯の純貯蓄は -347 万円であり、有意差はないものの多胎世帯が感じている

経済的な負担感が重いことが伺える。

　ただし、図表４a・４b の一般世帯の未婚子１人と未婚子２人の世帯（世帯主年齢もほ

ぼ同世代）で純貯蓄の差を見ると、世帯の未婚子数が１人違うと、有業人員数に関わらず

同世代の純貯蓄水準に 400 ～ 600 万程度の差が生じることがわかる。この 40 歳台前半の

単子世帯（未婚子１人）と多子世帯（未婚子２人）の純貯蓄の差は、世帯に子ども 1 人（多

胎ではない「きょうだい」）が増えることによる育児の追加的費用と捉えることが出来る。

図表３a の一般世帯の補正後の世帯主平均年齢は 38.9 歳であるため、世帯主が 40 歳台半
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ばになるまでの育児に必要な費用を考えると、図表３a の純貯蓄の差は多胎による費用負

担増ではなく、多子による費用負担の増大が主な原因と考える方が自然である。

　さらに、一般世帯の「夫のみ有業」未婚子２人（多子世帯）の世帯の純貯蓄（マイナス

226 万円）は、意外にも多胎世帯の「夫のみ有業」世帯の純貯蓄（78 万円）より少ない結

果となった。しかしこの区分では、多胎世帯の世帯主平均年齢は一般世帯より約５歳若く、

年収では 138 万円の差がある。図表４a の純貯蓄の差は一般世帯・多胎世帯の別による結

果ではなく、純粋に世代差による育児費用負担の差が表出した結果であると捉えることが

適切と考えられる。

　しかしその一方で、「有業人員２人」の世帯では、未婚子２人の一般世帯（多子世帯）

と多胎世帯の世帯主平均年齢差は 2 歳未満でありながら、一般世帯は世帯年収で多胎世帯

を 168 万円上回り、統計的有意性は弱いながらも（片側 p 値 =0.11）、純貯蓄では顕著な

差（650 万円）が存在した。この差については、有業人員２人という条件下で生じた結果

であることから、世帯主配偶者の収入に主たる原因が存在すると推定できる。2017 年総

務省家計調査「世帯類型別貯蓄及び負債の１世帯当たり現在高」（第８－８表）によれば、

「母親と 18 歳未満の子どものみの世帯」の収入は 403 万円であるのに対し、回答群の有業

配偶者の平均年収を算出した結果は 198.5 万円であった。この両者の差は「有業人員 2 人」

世帯における一般・多胎世帯の収入差に近似する。すなわち、有業人員２人の多子・多胎

世帯間の所得水準の差は、多胎児の育児負担の問題により、配偶者が正規労働に就労し難

い環境にあり、結果として世帯収入が低く留まっていることが一因と考えられる。

　また、有業人員２人の多子・多胎世帯の負債の平均について t 検定を行った結果は、統

計的有意差が確認できるほどでは無いものの、差が生じる傾向（nonsignifi cant trend）があっ

た（片側 p 値 =0.051）。この負債における差が、比較的大きな差を純貯蓄の水準に生じさ

せる原因となっている。負債の大半（98.1％）は住宅ローンで構成されているため、負債

の差はほぼ住宅ローンの残債の相違である。住宅金融支援機構の「2016 年度民間住宅ロー

ンの貸出動向調査結果」によれば、住宅ローンの約定した平均貸出期間単純平均は 25 年

程度であるのに対し、実際の完済期間は約 14 年となっている。これは住宅ローン利用者

が繰り上げ返済を活用している状況を示しているが、有業 2 人の多胎世帯の負債が大きめ

である結果（図表４b）は、多胎世帯に経済的余裕がなく、住宅ローンの繰り上げ返済が

あまり出来ていないという状況を推察させる。

　最後に、世帯主の平均年齢がほぼ等しい点に着目し、一般世帯の「夫のみ有業」世帯と

多胎世帯の「有業人員２人」世帯を比較検討する。統計的有意差が確認できるほどでは無

いが、有業人員が多胎世帯の方が多いにも関わらず、所得・貯蓄・負債の全ての項目で多

胎世帯の経済状況は一般世帯よりも悪い状況にあった。また純貯蓄には 706 万円の差が存

在した。この原因については、今後も調査を継続し多胎世帯の負担に関する更なる考察を

加える余地があると思われる。仮に純貯蓄において明確な有意差が確認されれば、多子に
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よる費用負担とは別種の、多胎による独自の追加的費用負担が存在することが示唆され

る。

補足：倫理的配慮

　岐阜聖徳学園大学研究倫理審査委員会に研究倫理審査を申請し、研究許可（承認番号

2017-05）を得た。質問紙の回収にあたっては、以下のプロセスを得た。

１）返送用封筒に研究同意書（回答者の住所・氏名が記載）と質問紙（回答者の住所氏名

が無記載）が入っていることを確認した後、同意書のみを取り出す。

２）同意書を取り出し済みの返信用封筒が一定数確保出来た後に、質問紙を回収する。

以上のプロセスにより、質問紙と回答者の同定を不可能とした上で調査を行った。
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付表；調査票
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